
 
平成 22 年 11 月 11 日 

各 位 
会社名       愛知時計電機株式会社 
代表者名      取締役社長 鈴木 登 
（コード番号 7723 東証・名証 第一部） 

問い合わせ先  常務取締役管理統括本部長 
 小野田 晋也 

（TEL 052-661-5151） 
 

 

（訂正）「平成 18年 3 月期 個別財務諸表の概要」の一部訂正について 

 
 当社は、平成 22 年 8 月 27 日付「不適切な会計処理の判明について」において、本件会

計処理による業績に与える影響額が判明し次第、過年度決算の訂正を速やかに行う旨、お

知らせいたしました。このたび、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いたしましたので

下記のとおりご報告いたします。 

 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正前と訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正

箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

 

１．訂正を行う決算短信等 

 決算期 平成 18 年 3 月期 個別財務諸表の概要 

 発表日 平成 18 年 5 月 12 日 

 

２．訂正の理由 

当社において不適切な取引および会計処理があったためであります。 

詳細は、平成 22 年 11 月 11 日付「当社の不適切な会計処理に関する調査結果等

のご報告」をご参照ください。 

 

以上 
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平成 18  年 3 月期　　 個別財務諸表の概要　　　　　　　 平成 18 年 5 月 12 日

上 場 会 社 名       　愛知時計電機株式会社　　　　　　　　　　　　上場取引所　　　　東・名　第一部
コ ー ド 番 号         ７７２３　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県　愛知県

（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/ ）

代　　表　　者　役職名　代表取締役社長　氏名　池田　 一

問合せ先責任者　役職名　管理本部長　　　　氏名　諏訪　啓二郎　　  ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151

決算取締役会開催日　平成 18 年 5 月 12 日　　　　　中間配当制度の有無            有

配当支払開始予定日　平成 18 年 6 月 30 日　　　　　定時株主総会開催日　平成 18 年 6 月 29 日

単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株)

１． 18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日)
(1)経営成績 (　百万円未満は切り捨てて表示しております。)

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　％ 百万円  　　　％ 百万円  　　　％
18 年 3 月期

17 年 3 月期

33,918   △ 3.3  

35,064      0.6  

1,623    △ 6.1  

1,729    △26.2  

1,749    △ 6.3  

1,868    △ 6.7  

当期純利益
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当 た り 当 期 純 利 益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

百万円　　％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期

17 年 3 月期

1,044  △42.9 

 1,829    64.1 

21.85 

38.61 

－     

－     

6.6  

13.3  

4.8  

5.2  

5.2  

5.3  

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期　　46,765,927 株       17 年 3 月期　　46,768,362 株
　  ②会計処理の方法の変更　有
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

1 株当たり年間配当金

中　間 期　末

配当金総額
(年　間) 配当性向

株主資本
配 当 率    

　円　銭 円　銭 　円　銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期

17 年 3 月期

7.00  

7.00  

3.50  

3.50  

3.50  

3.50  

327     

327     

32.0   

18.1   

1.9  

2.2  

(3)財政状態

総 資 産     株 主 資 本     株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18 年 3 月期

17 年 3 月期

38,037      

35,028      

17,208      

14,580      

45.2   

41.6   

367.51   

311.26   

(注) ①期末発行済株式数 18 年 3 月期 46,763,607 株 17 年 3 月期 46,766,222 株
     ②期末自己株式数 18 年 3 月期 36,393 株 17 年 3 月期 33,778 株
　
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日)

１株当たり年間配当金
売 上 高    経常利益 当期純利益

中　間 期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中　間　期

通　　　期

16,560     

35,970     

620     

2,000     

350     

1,200     

3.50  

―――

―――

3.50  

  ―――

7.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)　　25 円　66 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   資   産 21,853 57.5 21,475 61.3   377

現 金 預 金 4,531 4,829 △ 298

受 取 手 形 3,320 3,679 △ 358

売 掛 金 7,778 7,392   386

有 価 証 券 7 7   0

製 品 、 半 製 品 795 579   216

原 材 料 、 貯 蔵 品 161 143   17

仕 掛 品 4,759 4,316   442

繰 延 税 金 資 産 414 470 △ 56

そ の 他 127 103   24

貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 47   4

 固   定   資   産 16,183 42.5 13,552 38.7   2,630

有 形 固 定 資 産 4,746 12.5 4,946 14.1 △ 200

建 物 1,418 1,525 △ 107

構 築 物 46 47 △ 1

機 械 装 置 1,448 1,519 △ 71

車 輌 運 搬 具 15 13   1

工 具 器 具 備 品 408 366   41

土 地 1,344 1,369 △ 24

建 設 仮 勘 定 65 103 △ 38

無 形 固 定 資 産 15 0.0 15 0.1   -         

電 話 加 入 権 15 15   -         

投資その他の資産 11,420 30.0 8,589 24.5   2,831

投 資 有 価 証 券 10,400 7,158   3,242

長 期 貸 付 金 269 20   249

長 期 前 払 費 用 5 14 △ 8

前 払 年 金 費 用 526 -           526

繰 延 税 金 資 産 -         1,165 △ 1,165

そ の 他 260 368 △ 107

貸 倒 引 当 金 △ 42 △ 136   93

38,037 100.0 35,028 100.0   3,008

前 期

（ 資　産　の　部 ）

資 産 合 計

 (１)-１　貸　借　対　照　表 

金 額 金 額 金 額

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

当 期 増減金額

(△印減)
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期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   負   債 13,056 34.4 12,063 34.5   992

支 払 手 形 4,143 4,017   125

買 掛 金 3,079 2,619   459

短 期 借 入 金 2,473 1,636   837

一 年 内 に 返 済 す る
長 期 借 入 金

993 1,087 △ 93

未 払 金 107 111 △ 3

未 払 消 費 税 等 13 151 △ 137

未 払 費 用 1,495 1,714 △ 218

未 払 法 人 税 等 471 603 △ 131

預 り 金 28 27   1

そ の 他 249 94   154

 固   定   負   債 7,771 20.4 8,384 23.9 △ 612

長 期 借 入 金 3,171 4,164 △ 993

繰 延 税 金 負 債 156 -                 156

退 職 給 付 引 当 金 4,025 3,801   224

役員退職慰労引当金 317 296   21

そ の 他 101 122 △ 21

  負    債    合    計 20,828 54.8 20,447 58.4   380

 資      本      金 2,340 6.2 2,340 6.7     -          

 資　本　剰　余　金 87 0.2 87 0.2       0

資 本 準 備 金 86 86 -          

そ の 他 資 本 剰 余 金 1 0   0

 利　益　剰　余　金 10,434 27.3 9,740 27.8      693

利 益 準 備 金 585 585 -          

任 意 積 立 金 7,444 6,863   580

当 期 未 処 分 利 益 2,404 2,292   112

 その他有価証券評価差額金 4,357 11.5 2,420 6.9       1,936

 自   己   株   式 △　　　  10 △ 0.0 △　　　  8 △ 0.0 △ 1

  資    本    合    計 17,208 45.2 14,580 41.6      2,628

 負 債 及 び 資 本 合 計 38,037 100.0 35,028 100.0   3,008

（ 負　債　の　部 ）

（ 資　本　の　部 ）

金        額 金       額 金       額

前 期

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

当 期 増減金額

(△印減)

- 18 -

【訂正前】

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線



期　　　　別　

　科　　　　目 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 33,918 100.0 35,064 100.0 △ 1,145 △ 3.3

売 上 原 価 26,698 78.7 27,576 78.6 △ 878 △ 3.2

売 上 総 利 益 7,220 21.3 7,487 21.4 △ 267 △ 3.6

販売費及び一般管理費 5,597 16.5 5,758 16.5 △ 161 △ 2.8

営 業 利 益 1,623 4.8 1,729 4.9 △ 105 △ 6.1

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 356 ) 1.1)(     ( 392 ) 1.1)(     ( △ 36 ) △ 9.3

受 取 利 息 及 び 配 当 金 115 96   19

そ の 他 の 収 益 240 296 △ 55

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 230 ) 0.7)(     ( 253 ) 0.7)(     ( △ 23 ) △ 9.4

支 払 利 息 79 87 △ 7

そ の 他 の 費 用 150 166 △ 16

経 常 利 益 1,749 5.2 1,868 5.3 △ 118 △ 6.3

 ( 特  別  利  益 ） ( 13 ) 0.0)(     ( 1,228 ) 3.5)(     ( △ 1,214 ) △ 98.9

固 定 資 産 売 却 益 -       9 △ 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2 -         2

厚生年金基金代行部分返上益 11 1,219 △ 1,207

 ( 特  別  損  失 ） ( 24 ) 0.1)(     ( 51 ) 0.1)(     ( △ 27 ) △ 52.8

減 損 損 失 21 -         21

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 -         1

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 5 △ 3

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -       46 △ 46

税 引 前 当 期 純 利 益   1,738 5.1   3,044 8.7 △ 1,305 △ 42.9  

法人税、住民税及び事業税 610 1.8 592 1.7   18   3.0

法 人 税 等 調 整 額   84 0.2       622 1.8 △ 538 △ 86.5  

当 期 純 利 益   1,044 3.1       1,829 5.2 △ 785 △ 42.9  

前 期 繰 越 利 益 1,523 626   897

中 間 配 当 額 163 163 △ 0

当 期 未 処 分 利 益 2,404 2,292   112

金 額金 額

増減金額

(△印減)平成18年3月31日まで 平成17年3月31日まで

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から

 (１)-２　損　益　計　算　書 

対前期比

増 減 率

当 期 前 期
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期　　　別 増 減 金 額

科　　　目 ( △ 印 減 )

百万円 百万円 百万円

2,404 2,292   112

0 0 △ 0

18 21 △ 3

2,423 2,314   109

　これを次のとおり処分いたします。

163 163 △ 0

23 24 △ 1

-     2 △ 2

700 600   100

1,537 1,523   13

(注)　平成17年12月9日に163百万円(1株につき3円50銭)の中間配当を実施いたしました。

別 途 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

 (１)-３　利　益　処　分　案 

当 期 前 期

当 期 未 処 分 利 益

(平成17年3月期)(平成18年3月期)

計

利 益 配 当 金

特 別 償 却 引 当 金 取 崩 額

(普通配当3円50銭) (普通配当3円50銭)

次 期 繰 越 利 益

取 締 役 賞 与 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金
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１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 …… 償却原価法（定額法）を採用しております。

子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券（時価のあるもの） ……

その他有価証券（時価のないもの） …… 移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法を採用しております。

３．有形固定資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　 ３年から50年

　機械装置 ２年から12年

（追加情報）

４．引当金の計上基準

(１)貸倒引当金

(２)退職給付引当金

（追加情報）

(３)役員退職慰労引当金

５．リース取引の会計処理

６．ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理を行っております。

７．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

(１)-４　重 要 な 会 計 方 針

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部資本直入法により処理しており、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）につい
ては、定額法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

当期より工具器具備品の一部の残存価額について法人税法に規定する価額から実質価額に変更してお
ります。これにより、営業利益及び経常利益並びに税引前当期純利益が52百万円減少しております。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
会計基準変更時差異については、7年による按分額を費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3年）による定額法によ
り処理しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間 (14年から18年) による定額法
により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより税引前当期純利益は21百万
円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しており
ます。

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17年3月31日に厚
生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年8月9日付で国に返還額（最低責任準備金）の納付
を行いました。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

これに伴い、代行返上認可により修正された退職給付債務と実際返還額との差額11百万円を特別利益
の厚生年金基金代行部分返上益として計上しております。

- 21 -

【訂正前】



〔貸借対照表注記〕
１．有形固定資産の減価償却累計額 19,356 百万円 (前期 19,203 百万円)
２．受取手形割引高 199 百万円 (前期 499 百万円)
３．担保資産及び担保付債務
①担保資産
　建　　　　物 202 百万円 (前期 218 百万円)
　土　　　　地 2 2
　投資有価証券 6,522 4,382
　　　 計 6,727 4,603
②担保付債務
　長期借入金 2,500 百万円 (前期 2,598 百万円)
　短期借入金 298 416
　　　計 2,798 3,015
４．商法施行規則第124条第3号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額

4,357 百万円 (前期 2,420 百万円)

〔損益計算書注記〕
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
従業員給料手当 2,226 百万円 (前期 2,225 百万円)
荷造梱包費及び輸送費 881 百万円 (前期 949 百万円)

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
1,082 百万円 (前期 951 百万円)

３．減損損失
当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
場所 用途
北海道石狩市 遊休資産
東京都葛飾区 遊休資産

①　リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券関係
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計関係
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当      期 前      期
(繰延税金資産)
　退職給付引当金繰入限度超過額 2,941 百万円 2,803
　退職給付信託拠出株式 411 411
　投資有価証券評価損 354 354
　減価償却費限度超過額 338 310
　未払賞与損金不算入額 275 286
　役員退職慰労引当金繰入額 128 120
　製品不具合対策損失 6 11
　そ　の　他 222 277
　　繰延税金資産小計 4,679 4,576
　評価性引当額 397 △     388 △     
　　繰延税金資産合計 4,281 4,187
(繰延税金負債)
　その他有価証券評価差額金 2,406 △  1,112 △  
　退職給付引当金（信託口） 1,308 △  1,331 △  
　前払年金費用 213 △     -            
　固定資産圧縮積立金 94 △       107 △     
　そ　の　他 0 △         0 △         
　　繰延税金負債合計 4,023 △  2,551 △  
　　繰延税金資産の純額 257 1,636

２．

種類

当社は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未稼動で今後も事業の用
に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピングしております。
上記の資産について、遊休状態であり今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、21百万円の減損損失を計上しております。減損損失の内訳は、建物０百万
円、土地20百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価により評
価しております。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下
であるため注記を省略しております。

土　地
土地等
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zaimu06
下線

zaimu06
下線
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（２）　役　員　の　異　動

（平成１８年６月２９日付の予定）

１．新任予定取締役・執行役員

　

〔　氏　名　〕 〔　新 役 職　〕 〔　現 役 職　〕

諏 訪  啓 二 郎 取締役・執行役員 　管理本部長

　管理本部長 （執行役員待遇）

以　上

【訂正前】



【訂正後】 
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平成 18 年 3 月期   個別財務諸表の概要        平成 18 年 5 月 12 日 

上 場 会 社 名        愛知時計電機株式会社            上場取引所    東・名 第一部 
コ ー ド 番 号         ７７２３                  本社所在都道府県 愛知県 

（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 池田  一 

問合せ先責任者 役職名 管理本部長    氏名 諏訪 啓二郎    ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151 

決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月 12 日     中間配当制度の有無            有 

配当支払開始予定日 平成 18 年 6 月 30 日     定時株主総会開催日 平成 18 年 6 月 29 日 

単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 

 
１． 18 年 3 月期の業績(平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績 ( 百万円未満は切り捨てて表示しております。) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

33,391   △ 4.8  

35,064      0.6  

1,487    △14.0  

1,729    △26.2  

1,613    △13.6  

1,868    △ 6.7  

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

  20  △98.9  

 1,829    64.1  

△ 0.06 

38.61 

－     

－     

0.1  

13.3  

4.5   

5.2   

4.8 

5.3  

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期  46,765,927 株       17 年 3 月期  46,768,362 株 
    ②会計処理の方法の変更 有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

7.00  

7.00  

3.50  

3.50  

3.50  

3.50  

327     

327     

-    

18.1    

2.0  

2.2  

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 3 月期 

17 年 3 月期 

37,017 

35,028      

16,184 

14,580      

43.7 

41.6    

345.60 

311.26   

(注) ①期末発行済株式数 18 年 3 月期 46,763,607 株 17 年 3 月期 46,766,222 株 
     ②期末自己株式数 18 年 3 月期 36,393 株 17 年 3 月期 33,778 株 
  
２．19 年 3月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 

通   期 

16,560      

35,970      

620     

2,000     

350     

1,200     

3.50   

――― 

――― 

3.50   

  ――― 

7.00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  25 円 66 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 



【訂正後】

期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   資   産 20,834 56.3 21,475 61.3 △ 641

現 金 預 金 4,531 4,829 △ 298

受 取 手 形 3,320 3,679 △ 358

売 掛 金 6,780 7,392 △ 611

有 価 証 券 7 7   0

製 品 、 半 製 品 795 579   216

原 材 料 、 貯 蔵 品 161 143   17

仕 掛 品 4,737 4,316   421

繰 延 税 金 資 産 414 470 △ 56

そ の 他 127 103   24

貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 47   4

 固   定   資   産 16,183 43.7 13,552 38.7   2,630

有 形 固 定 資 産 4,746 12.8 4,946 14.1 △ 200

建 物 1,418 1,525 △ 107

構 築 物 46 47 △ 1

機 械 装 置 1,448 1,519 △ 71

車 輌 運 搬 具 15 13   1

工 具 器 具 備 品 408 366   41

土 地 1,344 1,369 △ 24

建 設 仮 勘 定 65 103 △ 38

無 形 固 定 資 産 15 0.0 15 0.1   -        

電 話 加 入 権 15 15   -        

投資その他の資産 11,420 30.9 8,589 24.5   2,831

投 資 有 価 証 券 10,400 7,158   3,242

長 期 貸 付 金 269 20   249

長 期 前 払 費 用 5 14 △ 8

前 払 年 金 費 用 526 -          526

繰 延 税 金 資 産 -        1,165 △ 1,165

そ の 他 260 368 △ 107

貸 倒 引 当 金 △ 42 △ 136   93

37,017 100.0 35,028 100.0   1,989

増減金額

(△印減)

前 期

（ 資　産　の　部 ）

資 産 合 計

 (１)-１　貸　借　対　照　表 

金 額 金 額 金 額

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

当 期

- 17 -



【訂正後】

期　　　　別　

　科　　　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   負   債 13,061 35.3 12,063 34.5   997

支 払 手 形 4,143 4,017   125

買 掛 金 2,882 2,619   262

短 期 借 入 金 2,473 1,636   837

一 年 内 に 返 済 す る
長 期 借 入 金

993 1,087 △ 93

未 払 金 304 111   193

未 払 消 費 税 等 13 151 △ 137

未 払 費 用 1,495 1,714 △ 218

未 払 法 人 税 等 471 603 △ 131

預 り 金 28 27   1

そ の 他 254 94   159

 固   定   負   債 7,771 21.0 8,384 23.9 △ 612

長 期 借 入 金 3,171 4,164 △ 993

繰 延 税 金 負 債 156 -                156

退 職 給 付 引 当 金 4,025 3,801   224

役員退職慰労引当金 317 296   21

そ の 他 101 122 △ 21

  負    債    合    計 20,833 56.3 20,447 58.4   385

 資      本      金 2,340 6.3 2,340 6.7     -         

 資　本　剰　余　金 87 0.2 87 0.2       0

資 本 準 備 金 86 86 -         

そ の 他 資 本 剰 余 金 1 0   0

 利　益　剰　余　金 9,409 25.4 9,740 27.8   △ 331

利 益 準 備 金 585 585 -         

任 意 積 立 金 7,444 6,863   580

当 期 未 処 分 利 益 1,380 2,292 △ 912

 その他有価証券評価差額金 4,357 11.8 2,420 6.9       1,936

 自   己   株   式 △　　　  10 △ 0.0 △　　　  8 △ 0.0 △ 1

  資    本    合    計 16,184 43.7 14,580 41.6     1,604

 負 債 及 び 資 本 合 計 37,017 100.0 35,028 100.0   1,989

（ 負　債　の　部 ）

（ 資　本　の　部 ）

金        額 金       額 金       額

前 期

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

当 期 増減金額

(△印減)

- 18 -



【訂正後】

期　　　　別　

　科　　　　目 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 33,391 100.0 35,064 100.0 △ 1,673 △ 4.8

売 上 原 価 26,306 78.8 27,576 78.6 △ 1,270 △ 4.6

売 上 総 利 益 7,084 21.2 7,487 21.4 △ 402 △ 5.4

販売費及び一般管理費 5,597 16.8 5,758 16.5 △ 161 △ 2.8

営 業 利 益 1,487 4.4 1,729 4.9 △ 241 △ 14.0

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 356 ) 1.1)(    ( 392 ) 1.1)(    ( △ 36 ) △ 9.3

受取利息及び配当金 115 96   19

そ の 他 の 収 益 240 296 △ 55

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 230 ) 0.7)(    ( 253 ) 0.7)(    ( △ 23 ) △ 9.4

支 払 利 息 79 87 △ 7

そ の 他 の 費 用 150 166 △ 16

経 常 利 益 1,613 4.8 1,868 5.3 △ 254 △ 13.6

 ( 特  別  利  益 ） ( 13 ) 0.0)(    ( 1,228 ) 3.5)(    ( △ 1,214 ) △ 98.9

固 定 資 産 売 却 益 -       9 △ 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2 -         2

厚生年金基金代行部分返上益 11 1,219 △ 1,207

 ( 特  別  損  失 ） ( 913 ) 2.7)(    ( 51 ) 0.1)(    (   861 ) -

減 損 損 失 21 -         21

投資有価証券評価損 1 -         1

ゴルフ会員権評価損 2 5 △ 3

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -       46 △ 46

不正取引に係る損失 100 -         100

過 年 度 損 益 修 正 損 787 -         787

税 引 前 当 期 純 利 益   714 2.1   3,044 8.7 △ 2,330 △ 76.5    

法人税、住民税及び事業税 610 1.8 592 1.7   18   3.0

法 人 税 等 調 整 額   84 0.3      622 1.8 △ 538 △ 86.5    

当 期 純 利 益   20 0.0      1,829 5.2 △ 1,809 △ 98.9    

前 期 繰 越 利 益 1,523 626   897

中 間 配 当 額 163 163 △ 0

当 期 未 処 分 利 益 1,380 2,292 △ 912

 (１)-２　損　益　計　算　書 

対前期比

増 減 率

当 期 前 期

金 額金 額

増減金額

(△印減)平成18年3月31日まで 平成17年3月31日まで

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から

- 19 -



【訂正後】

期　　　別 増 減 金 額

科　　　目 ( △ 印 減 )

百万円 百万円 百万円

1,380 2,292 △ 912

0 0 △ 0

18 21 △ 3

1,399 2,314 △ 915

　これを次のとおり処分いたします。

163 163 △ 0

23 24 △ 1

-     2 △ 2

700 600   100

512 1,523 △ 1,011

(注)　平成17年12月9日に163百万円(1株につき3円50銭)の中間配当を実施いたしました。

(普通配当3円50銭)

次 期 繰 越 利 益

取 締 役 賞 与 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

利 益 配 当 金

特 別 償 却 引 当 金 取 崩 額

(普通配当3円50銭)

別 途 積 立 金

固定資産圧縮積立金取崩額

計

 (１)-３　利　益　処　分　案 

当 期 前 期

当 期 未 処 分 利 益

(平成17年3月期)(平成18年3月期)

- 20 -



【訂正後】

１．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 …… 償却原価法（定額法）を採用しております。
子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券（時価のあるもの）……

その他有価証券（時価のないもの）…… 移動平均法による原価法を採用しております。
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法を採用しております。
３．有形固定資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　 ３年から50年
　機械装置 ２年から12年
（追加情報）

４．引当金の計上基準
(１)貸倒引当金

(２)退職給付引当金

（追加情報）

(３)役員退職慰労引当金

５．リース取引の会計処理

６．ヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理を行っております。

７．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。こ
れにより税引前当期純利益は21百万円減少しております。
なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接
控除しております。

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17年3
月31日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年8月9日付で国に返還額（最
低責任準備金）の納付を行いました。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上してお

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

これに伴い、代行返上認可により修正された退職給付債務と実際返還額との差額11百万円
を特別利益の厚生年金基金代行部分返上益として計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。
会計基準変更時差異については、7年による按分額を費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3年）による
定額法により処理しております。
数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間 (14年から18年) によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

(１)-４　重 要 な 会 計 方 針

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により処理しており、売却原
価は移動平均法により算定）を採用しておりま

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除
く）については、定額法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

当期より工具器具備品の一部の残存価額について法人税法に規定する価額から実質価額に
変更しております。これにより、営業利益及び経常利益並びに税引前当期純利益が52百万
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【訂正後】
〔貸借対照表注記〕

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,356 百万円 (前期 19,203 百万円)
２．受取手形割引高 199 百万円 (前期 499 百万円)
３．担保資産及び担保付債務

①担保資産
　建　　　　物 202 百万円 (前期 218 百万円)
　土　　　　地 2 2
　投資有価証券 6,522 4,382
　　　 計 6,727 4,603
②担保付債務
　長期借入金 2,500 百万円 (前期 2,598 百万円)
　短期借入金 298 416
　　　計 2,798 3,015

４．商法施行規則第124条第3号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額
4,357 百万円 (前期 2,420 百万円)

〔損益計算書注記〕
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

従業員給料手当 2,226 百万円 (前期 2,225 百万円)
荷造梱包費及び輸送費 881 百万円 (前期 949 百万円)

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
1,082 百万円 (前期 951 百万円)

３．減損損失
当期において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途
北海道石狩市 遊休資産
東京都葛飾区 遊休資産

①　リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券関係
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計関係
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当      期 前      期
(繰延税金資産)
　退職給付引当金繰入限度超過額 2,941 百万円 2,803
　退職給付信託拠出株式 411 411
　投資有価証券評価損 354 354
　減価償却費限度超過額 338 310
　未払賞与損金不算入額 275 286
　役員退職慰労引当金繰入額 128 120
　製品不具合対策損失 6 11

不正取引に係る損失 415 -           
　そ　の　他 222 277
　　繰延税金資産小計 5,094 4,576
　評価性引当額 813△   388 △    
　　繰延税金資産合計 4,281 4,187
(繰延税金負債)
　その他有価証券評価差額金 2,406△ 1,112 △  
　退職給付引当金（信託口） 1,308△ 1,331 △  
　前払年金費用 213△   -           
　固定資産圧縮積立金 94△     107 △    
　そ　の　他 0△       0 △        
　　繰延税金負債合計 4,023△ 2,551 △  
　　繰延税金資産の純額 257 1,636

２．

当期
　法定実効税率 40.6 ％

　（調　　整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 11.0
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 3.7
　住民税均等割等 4.0
　試験研究費税額控除 △ 14.2
　評価性引当額の増減 59.5
　そ　 の　 他 0.0
　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 97.2

（注）

種類

当社は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未稼動で今後も事
業の用に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピングしております。
上記の資産について、遊休状態であり今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳簿価
額を回収可能価額まで減額し、21百万円の減損損失を計上しております。減損損失の内訳は、
建物０百万円、土地20百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価に
より評価しております。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該
差異の原因となった主要な項目別の内訳

土 地
土地等

前期につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異
が法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略しております。
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【訂正後】 
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（２） 役 員 の 異 動  

（平成１８年６月２９日付の予定） 

 

１．新任予定取締役・執行役員 

  

 〔 氏 名 〕 〔 新 役 職 〕 〔 現 役 職 〕 

 諏 訪  啓 二 郎 取締役・執行役員  管 理 本 部 長 

   管 理 本 部 長 （執行役員待遇） 

 

 

以 上 




